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はじめに
　大学時代は，時間的な制約が大幅に緩和され，自由に
使える時間が増加する．加えて，一人暮らし，アルバイ
ト等によって時間の使い方が大きく変化する．したがっ
て，健康の維持増進に関する正しい知識を持ち，時間の
使い方や行動を自らコントロールできなければ，生活習
慣は乱れやすい状況にある．実際，大学生の生活習慣が
他の年代と比較して著しく劣っていることが指摘されて
いる 1-3)．さらに，健康度や生活習慣が運動や修学状況
などに関係していることが報告されている 4, 5)． 
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　大学生の生活習慣を改善させるためには，体育実技
や健康教育系の授業を行うなかで，健康に関する様々
な情報の提供や，行動変容に効果的であると考えられ
る技法を取り入れることが役に立つと考えられる．そ
こで，健康運動・スポーツを専攻する大学 2 年生を対
象に，講義と実技を組み合わせた演習授業において「健
康（運動・栄養・休養）に関する情報提供」（介入）を
行い，より健康・生活習慣について意識させ，学生の
健康度・生活習慣を変容させることができるかどうか
が検討された 6)．その結果，健康運動・スポーツにつ
いて専門的に勉強している学生でも，健康度・生活習
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Improving the Lifestyle Habits of University Students through Behavioral Change Techniques
　This study investigated whether a cognitive intervention (Group A) and an intervention that added 
behavioral change techniques (Group B) could change the lifestyle habits of university students. The 
cognitive intervention presented information as understood by the Diagnostic Inventory of Health 
and Life Habits (DIHAL.2) and “provided health information.” The behavioral change techniques 
employed expressions of determination, goal setting, self-monitoring and social support. DIHAL.2 
was administered before and after both interventions. The DIHAL.2 scores were analyzed by two-
way repeated-measures ANOVA. The analysis revealed significant interaction in the total scores of 
lifestyle habits (exercising, eating and resting) between Group A and B (p<.05). Furthermore, there was 
a significant interaction in the scores of eating (p<.05) and resting (p<.05), which were subclasses of 
lifestyle habits. For members of the group that were instructed on added behavioral change techniques, 
each score improved. As a result, adding behavioral change techniques enhanced the possibility 
of improving lifestyle habits. Therefore, the results of this study suggest that to improve university 
students’ lifestyle habits, having the correct knowledge is not enough; behavioral science techniques 
are needed to support improved behaviors.  
Key words :  behavioral change techniques, cognitive intervention, university students, lifestyle habits
キーワード：行動変容技法，大学生，生活習慣
Tomoki SHONO
Abstract
118
慣の検査・フィードバックおよび健康情報の提供によっ
て，健康や生活習慣に対する考え方を変化させる可能
性はあるが，実践にまで結びつけるのは難しいことが
示唆された．
　行動を変容させるためには，行動に関する知識と実
践に関する技術を知っておく必要がある 7)．まず，現
状を健康度・生活習慣検査によって把握する．その結
果から各人の健康度および生活習慣における問題点を
明らかにし，改善のための具体的な目標を設定する．
改善による利益と改善しないことによる不利益を理解
し，改善への意欲を高める．そして，改善のための具
体的な方法を知り，実行する．これらの一連の流れを
スムーズに進めるために，健康情報の提供に加えて，
生活習慣の改善を意図した行動変容技法を取り入れた
介入法が考えられる．
　そこで本研究では，自分の健康について客観的に把握
し，考える能力を養成するために「健康度・生活習慣診
断検査」の実施による健康および生活習慣に対する意識
付けと，より健康・生活習慣について意識させるために
「健康（運動・栄養・休養）に関する情報提供」を行い，
さらに，健康度・生活習慣改善を意図した「行動変容技
法」を導入（介入）することで，学生の健康度・生活習
慣を変容させることができるかどうかを検討した．
方　法
１．対象と授業内容
　社会福祉学部スポーツ健康福祉学科 2 年生の平成 20
年度前期開講専門科目（必修）である「健康スポーツ
実習Ⅰ」の受講者 36 名（男子 28 名，女子 8 名）を対
象とした．
　授業（2 コマ連続）は，同一曜日に 2 クラスに分け
て実施され，前半の a クラス 18 名（男子 14 名，女子
4 名）を介入群，後半の b クラス 18 名（男子 14 名，
女子 4 名）を非介入群とした．授業は同一教員が担当
し，その授業内容は介入プログラム（行動変容技法）
以外は同一であった．情報提供は授業の 3 週目から 10
週目まで合計 8 回，約 15 分間，両群に対して行った．
表 1 に実施した情報提供，調査および行動変容技法に
ついて示した．
表 1　情報提供，調査および行動変容技法
２．調査内容と介入内容
　健康度・生活習慣調査は，平成 20 年 4 月の介入
前（1 週目授業）と 7 月の介入後（14 週目授業）に
健康度・生活習慣診断検査（Diagnostic Inventory of 
Health and Life Habit：DIHAL.2）を用いて実施した．
DIHAL.2 は，47 の質問項目から構成され，12 因子（身
体的健康度，精神的健康度，社会的健康度，運動行動・
条件，運動意識，食事のバランス，食事の規則性，嗜
好品，休息，睡眠の規則性，睡眠の充足度，ストレス
回避）に細分され，4 尺度（健康度，運動，食事，休養）
および生活習慣（運動，食事，休養）の合計点に大別
される．それぞれの質問に対して 5 段階（「1．あては
まらない」～「5．よくあてはまる」）で回答し，最も
望ましい回答は 5 点，最も望ましくない回答は 1 点と
し，その中間を 4，3，2 点として，因子別，尺度別の
合計得点を算出できるように作成されている．さらに，
個人の結果を 12 の因子別プロフィールと 4 つの尺度
別プロフィールに描くことによってグラフ化し，健康
度と生活習慣の合計点から健康度・生活習慣パターン
が判定できるところに特色がある．なお，この検査用
紙の妥当性および信頼性は検証されている 3)．
　介入群は，2 週目の授業時に DIHAL.2 の結果を基
に健康行動改善のための決意表明，健康度，運動，食
事，休養それぞれの目標設定を行いシートに記入し，2
～ 14 週目まで計 12 回のセルフモニタリングを行わせ
た．目標設定に際しては，健康度，運動，食事，休養
それぞれを改善するために，できるだけ具体的に何を
どうするのかを記入するように指導した．そして，設
定した目標が達成できた日には○，ある程度達成でき
た日には△，達成できなかった日には × を記入させた
（表 2）．3 ～ 13 週目まで，授業の最初の約 5 分間に友
人とシートを交換し，相互指導（ソーシャルサポート）
を行わせた．教員も毎回，健康行動改善に対するアド
バイスや励ましを行った．決意表明とそれぞれの目標
は，相互指導終了後に新たなシートに毎回書き写させ，
確認を行わせた．
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表 2　セルフモニタリングシート
３．統計処理
　介入効果をみるために，DIHAL.2 の結果を繰り返し
のある 2（群）×2（時間）の 2 要因分散分析を用いて，
主効果と交互作用を検討した．さらに，単純主効果を
検討するために下位検定を行った．有意水準は 5% 未
満とした．
結　果
　DIHAL.2 の得点変化を図 1 に示した．2 要因分散分
析および下位検定の結果，健康度合計では有意な主効
果（p<.01）が認められ，介入群で有意に得点が向上
（p<.01）し，両群の介入後の得点に有意差（p<.05）が
認められた．生活習慣合計では有意な交互作用（p<.05）
が認められ，介入群で有意に得点が向上（p<.01）して
いた．生活習慣の下位尺度である運動，食事，休養に
ついては，運動合計では有意な主効果（p<.05）が認め
られ，非介入群で有意に得点が向上（p<.05）していた．
食事合計では有意な交互作用（p<.05）が認められ，介
入群で有意に得点が向上（p<.05）していた．休養合計
では有意な交互作用（p<.05）が認められ，介入群で有
意に得点が向上（p<.01）し，両群の介入後の得点に有
意差（p<.05）が認められた．
 
 
 
 
 図 1　健康度・生活習慣診断検査の得点変化
 * p<.05，** p<.01 ：介入前 vs. 介入後
† p<.05：介入群 vs. 非介入群
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　生活習慣合計得点の個人別変化を図 2 に示した．介
入群では，上昇した者が 12 名（平均 15.1±8.5 点の上
昇），低下した者は 6 名（平均 3.5±2.1 点の低下）であっ
た．非介入群では，上昇した者が 8 名（平均 7.3±4.2
点の上昇），低下した者は 7 名（平均 8.3±3.9 点の低下），
変化しなかった者 3 名であった．
 
　　介入群　　　上昇：12 名（15.1±8.5 上昇）
　　　　　　　　低下： 6 名（3.5±2.1 低下）
 
　　非介入群　　　上昇： 8 名（7.3±4.2 上昇）
　　　　　　　　　低下： 7 名（8.3±3.9 低下）
　　　　　　　　　変化なし： 3 名
図 2　生活習慣合計得点の個人別変化
（太線：上昇，細線：低下，点線：変化なし）
考　察
　2 要因分散分析の結果，生活習慣合計とその下位尺
度である食事と休養の得点変化に交互作用が認められ
た．運動については，健康運動・スポーツ専攻の学生
が対象であったため両群とも介入前から高い得点を示
していた．介入後調査で非介入群では得点が有意に上
昇していたが，介入群との差は認められず，ほぼ同じ
平均値を示した．生活習慣合計得点の個人別変化では，
非介入群では得点が上昇した者と低下した者はほぼ同
数であり，得点の変化割合もほぼ同じであった．しかし，
介入群では得点が上昇した者は低下した者の倍の人数
であり，得点の上昇割合は非介入群の約倍で，低下割
合は半分以下であった．
　運動の必要性を熟知していると考えられる健康運動・
スポーツ専攻の学生を対象としたため，生活リズム，
食事，休養に重点を置いた介入を行った．その結果，
生活習慣合計とその下位尺度である食事と休養の得点
変化に交互作用が認められ，介入の効果が示唆された．
DIHAL.2 の実施および運動・栄養・休養に関する情報
提供を行った非介入群では顕著な変化を示さなかった
が，行動変容技法を加えることによって健康行動改善
の可能性が示唆された．
　健康の維持・増進のためには，健康にとって悪い影
響を与えるとされる行動を改め，健康にとって良いと
される行動を実践していく必要がある．近年，行動科
学に基づく行動変容技法が，喫煙，食事，運動，睡眠
など，様々な健康行動の改善に用いられている 7)．健
康行動改善に関してはいくつかの理論やモデルがあ
るが，トランスセオレティカル・モデル（Theory of 
Transtheoretical Model: TTM）8）は行動改善の介入
法として有用であり，現場に活用しやすい理論・モデ
ルのひとつである．TTM では，行動が変容し，それが
維持されるまでの段階（ステージ）を，「前熟考期（す
るつもりはない）」，「熟考期（6 ヵ月以内に始める）」，「準
備期（1 ヶ月以内に始める）」，「実行期（始めて間もな
い）」，「維持期（継続している）」の 5 つに分類している．
そして，それぞれのステージにいる人に対する有効な
働きかけ（介入）の方法が異なっていることが示され
ている．行動変容の初期ステージ（前熟考期，熟考期）
にいる人には考えへ働きかける認知的介入，一方後期
ステージ（準備期，実行期，維持期）の人には行動へ
働きかける行動的介入が主に用いられる 9, 10)．このよ
うに，ステージモデルに当てはめ，対象者がどのステー
ジにいるかを知ることによって，対象者の行動変容と
維持を促すための介入方法が考えやすくなる 10)．授業
においては，同時に多人数の学生が対象となり，5 つ
のステージが混在した状態であるため，それぞれのス
テージに対応した働きかけの方法を組み合わせた介入
を行う必要がある．しかし，時間的な制約で実際に利
用できる方法は限られたものとなるため，授業形態や
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内容，学生の状況等に合わせた方法の選択が必要とな
る．
　健康情報提供による介入 6) では，自分の現状を健康
度・生活習慣診断検査によって得点化し把握したうえ
で，健康に関する情報提供を行うという認知的な介入
が行われた．その結果，「健康に対する考え方の変化」
は認められたが，行動変容までには至らなかった．自
分の現状に気づき，行動変容の必要性を自覚するとこ
ろまでは進んだと考えられるが，顕著に健康行動が改
善されることはなかった．自分の健康を維持・増進す
るために何をすればよいのか，また，それはなぜかを
知識として説明され，自分の健康について少しは考え
なければいけないと多くの学生が思ったと推測される．
しかし，その思いや考えはあっても，それを行動に移す，
または行動を変えるための強い動機づけ，意欲が起き
なかったのかもしれない．また，意欲があっても，そ
れを行動に移す方法がわからなかったのかもしれない．
本研究では，健康情報提供による認知的な介入で考え
られた不足を補うために，行動変容技法として，決意
表明，目標設定，セルフモニタリング，ソーシャルサポー
トを選択して用いた．健康度・生活習慣診断検査によっ
て明らかとなった健康にとって悪い影響を与えると考
えられる行動を改めるために，まず，特にこの点は改
善しようと思うことを宣言してもらった．次に，検査
での健康度，運動，食事，休養それぞれの結果を参考に，
これならできそうだという自分で達成可能な具体的な
行動目標を設定した．その目標が達成できたかどうか
を自分で毎日チェックし，シートに記録した．自分で
設定した目標の達成状況をモニタリングすることによ
り，達成状況を常に自分で意識し，達成状況の程度を
自分で判断するので，望ましい行動の増加や望ましく
ない行動の減少が期待できる．また，目標が達成でき
た場合は，達成感や自信の強化につながる 7)．そして，
このシートを 1 週間に一回持ち寄って友人とチェック
し合った．健康行動改善という同じ目標を設定した友
人同士の相互指導は，望ましい行動の強化に役立つこ
とが期待できる．このように，仲間と一緒に繰り返し
行い，互いにサポートしながら，それぞれが設定した
行動目標の達成を目指すことによって，一人では思う
だけで行動に移せなかったことが，実際に行動として
現れてきたことが認められた．授業において，情報を
提供するだけで行動を変えるかどうかは本人に任せる
方法に比べて，これも最終的には個人の判断となるが，
みんなで健康行動の改善に取り組む方法で顕著な行動
の変化が認められた．この一連の流れの中での教員の
役割として，情報を提供することに加えて，授業の中
で全員が同時に行っているため個別指導の時間をとる
ことはできないが，友人同士で相互チェックを行って
いる最中に教員が巡回しながらアドバイスや励ましを
行うことは可能である．例えばそのときに，シートに「で
きた」の丸印が多いときにはその努力を称賛すること
も大切であろう．このことは目的とする行動変容の繰
り返しを増加させる正の強化につながると考えられる．
以上のように行動変容技法を用いた介入では，それぞ
れのステージにおいて次のステージに進むために必要
な働きかけを準備することによって，顕著な健康行動
の改善が認められた．
　健康の維持・増進に関する知識が知識のまま終わる
のではなく，実際に役立つ方向へ向けるひとつの手段
として行動変容技法の導入は意義のあることであると
いえる．より効果的な介入を行うために，介入前に対
象者のステージ比率の確認を行い，その割合に応じた
効果的な方法の組み合わせについても今後検討してい
く必要があるだろう．
まとめ
　「健康度・生活習慣診断検査」による現状把握および
「健康（運動・栄養・休養）に関する情報提供」といっ
た知識の教授に，決意表明，目標設定，セルフモニタ
リング，ソーシャルサポートといった「行動変容技法」
を加えることによって健康行動改善の可能性が示唆さ
れた．これらのことから，生活習慣改善には，正しい
知識に加え行動改善を実践できるようにサポートする
ため，行動科学に基づく知見を取り入れた何らかの仕
掛けが必要であることが示された．本介入事例は，少
人数で 2 コマ連続の演習型授業という比較的余裕のあ
るなかで行った．したがって，90 分や多人数の授業で
の応用方法などについて，さらに検討していく必要が
ある．授業本来の目的を損なうことなく，短時間で効
率的な介入方法を考案・実践・検証していかなければ
ならない．
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